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経由調査に関する業務の実態把握（概要）

各府省庁が自治体を対象として実施している様々な調査のうち、経由調査(下図参照)について、業務の負担が大きい
都道府県から、「経由の必要性」に対する疑義が示されている。

背景

【内閣官房行政改革推進本部事務局など】
各府省庁と全市町村が直接やり取りできる既存システム(※)の利活用の拡大を検討

（※）全国の自治体を対象とした調査・照会業務を円滑に進めることを目的に総務省が運用している一斉通知・調査システム

各府省庁 都道府県 市町村

③依頼内容の整理 ④管内に依頼 ⑤データ作成①調査表作成

⑥データ提出⑦管内のデータ確認・修正・集計

②依頼

⑧データ提出⑨データ確認・集計
負担
軽減

【総務省行政評価局】現場における業務の実態（各府省庁・都道府県・市町村がそれぞれ抱える負担、困難など）を調査
（詳細な結果の公表は６月を予定）実態把握から見えてくるポイント

・各府省庁が行う調査業務は、都道府県、市町村を問わず、自治体の多大な負担に支えられている
・都道府県の経由をなくし、既存システムの利用を拡大するだけでは、必ずしも負担軽減につながらない
・調査ごとに目的・手法が異なり、一律の手段で負担軽減を図ることは困難であり、調査ごとに業務の実態把握を行っ
た上で改善に取り組むことが必要となる

（※）各府省庁、都道府県、市町村が抱えている具体的な課題等については、次ページ以降の【参考】の業務フローのパターン①～③を参照

＜新たな気づき＞
市町村の苦労：データ作成の負担は変わらず、回答期間も⾧く取れるため、都道府県の経由は不要

都道府県の工夫：把握していない事項のみ回答を依頼、目視確認等の上で回答の誤りを修正など、市町村の負担軽減

互いの立場
への理解

本年３月、経由調査の課題解消に向けた「共通化推進方針(案)」 （自治体の協議等を経て、確定予定）を策定。
夏以降、行革事務局、総務省及び調査所管府省庁において、同推進方針に基づく取組を推進。 1



【参考】経由調査の業務フローのパターン①

市町村都道府県各府省庁

依
頼
・
問
合
せ

回
答
・
集
計

システム

調査フォーム
作成

取りまとめ担当

関係課室 関係課室

複数課室との
調査事項の
変更等の調整

調査依頼

調査依頼通知 参考通知

調査フォーム

取りまとめ担当

関係課室 関係課室

調査依頼

問合せ内容に
応じ回答課室の
振り分け Microsoft

Forms

Excel調査表で
回答担当課室
の割り振り

問合せ

メール転送業務
が発生

システム通知と
メール両方の
内容確認が発生

or
督促

取りまとめ担当

関係課室 関係課室

システム 督促

or
督促

督促業務が発生

・回答担当割り振り

・回答取りまとめ
・決裁
・調査フォームへの転記
・疑義照会対応

回答
システム

取りまとめ担当
・集計（自動）
・回答取りまとめ
・データ確認
・疑義照会

都道府県を経由しない
ため多くの市町村に
疑義照会

関係課室

システムに
エラーチェック機能
がないため
エラー多数発生

疑義照会

公表

Excelで取りまとめた上
で調査フォームに転記

システム通知とは
別のメールでも
回答依頼

or

or

：負担が大きいと考えられる作業内容
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事業者等市町村都道府県各府省庁

依
頼
・
問
合
せ

回
答
・
集
計

【参考】経由調査の業務フローのパターン②

問合せ
or

問合せ
or

疑義照会

事業者等
データの入力

調査表提出
※一部都道府県はCD-Rで郵送

or

or
リマインドメール、
督促

調査委託事業者

事業内容の変更
による調査事項
の見直し

マクロ
作成依頼

マクロ
作成

マクロなしファイル
の再送

マクロなしファイル
の再送依頼

マクロファイル
が受信できず
再送依頼

・事務連絡の作成
・調査依頼の決裁

・事業者等用の調査表の作成
（市町村で把握できない

情報のみ照会）

事業者等

事業者等

事業者等

事業者等用の
調査表作成

事業者等

事業者等

事業者等

or
リマインドメール、
督促

or
督促

紙台帳

市町村による
事業者等の
データ作成支援

紙台帳から
の転記

コピー＆ペースト、
手入力による
データ作成

・回答作成
・データ確認、修正
・回答の紙決裁
・疑義照会対応 紙決裁のための

印刷範囲調整、
印刷

紙決裁

・回答取りまとめ
・データ確認
・疑義照会
・回答の電子決裁

疑義照会事項を
市町村別に
分割

疑義照会
or

大容量システム

or
疑義照会

調査委託事業者

集計
依頼

集計

・集計
・データ確認
・疑義照会
・公表資料作成

公表

調査依頼

データ提供依頼

問合せ
or

調査表提出

データ提供

調査依頼

疑義照会事項を
都道府県別に
リスト化

目視や関数で
前年度比較等の
データ確認

：負担が大きいと考えられる作業内容
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事業者等市町村都道府県各府省庁

依
頼
・
問
合
せ

回
答
・
集
計

疑義照会・
データ確認

ヘルプデスク

・事務連絡の作成
・調査依頼の決裁
・システムの更新
（インストール）

システムの改修システム

資料提供依頼
or or

【参考】経由調査の業務フローのパターン③

調査委託事業者

システムの
改修依頼

問合せ

システムに関する問合せ

ヘルプデスク
開設依頼

記載要領が複雑・
不明瞭なことに
よる問合せ増

事業者等

事業者等

事業者等

・調査依頼の受領決裁
・事務連絡の作成
・システムの更新
（インストール）

事業者等

事業者等

事業者等

業務繁忙期と
重なり業務過多

事業者等から
の資料

・システムへの
データ入力

・調査表の印刷
・データ確認、修正
・回答の決裁
・疑義照会対応

都道府県のヒアリングのため
調査表を印刷し、郵送

CSVデータ
の出力

疑義照会・
データ修正

CSVデータの提出

都道府県分
のデータ

各市町村の
CSVデータ

・市町村データの集計
・データ確認、修正
・回答の決裁
・疑義照会対応

各都道府県の
CSVデータ

・集計
・データ確認
・疑義照会
・公表資料作成

公表

システムのエラー表示
の原因究明が発生

問合せ
or

問合せ
or

CSVデータの提出
督促
or

督促
oror

督促

府省庁・都道府県の
それぞれで集計
が必要

or
CSVデータ
の出力

資料提供
or 郵送

or
・印刷した調査表の提出
・ヒアリングの実施

郵送 持込み

・システムの更新依頼
・調査依頼、Q&A展開

・システムの
更新依頼

・調査依頼、Q&A展開

郵送
ファイルの容量に
応じて複数のメール
を送付する必要

調査依頼の受領に
当たって内部決裁が
必要

都道府県・市町村の
それぞれでデータの
出力が必要

資料

システム

事業者等ごとのデータしか
出力できないため決裁用に
ファイル結合が必要

システム

システム

システム

同一市町村に
複数回の督促が発生

未回答の状態でも
データ出力できる
システムのため
エラー多数発生

：負担が大きいと考えられる作業内容
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